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本日の内容

（厴卛）国ড়生活センターについて

１．消費生活相談(全体)の概要

２．଄者にउऐる消費生活相談の概要

３．相談হ୻

４．消費者への注意喚起（啓発）
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（参考）国民生活センターについて
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(1)目的

【消費者基本法 第25条】

・ 国民の消費生活に関する情報の収集及び提供

・ 事業者と消費者との間に生じた苦情の処理のあっせん及び当該苦情に係る相談

・ 事業者と消費者との間に生じた紛争の合意による解決

・ 消費者からの苦情等に関する商品についての試験、検査等

・ 役務についての調査研究等

・ 消費者に対する啓発及び教育等

における中核的な機関として積極的な役割を果たす

【独立行政法人国民生活センター法 第3条】

国民生活の安定と向上に寄与するため、総合的見地から国民生活に関する情報の提供

及び調査研究を行うとともに、重要消費者紛争について法による解決のための手続を実施

(2)沿革
・ 昭和45年（1970年）10月 ： 特殊法人国民生活センター発足

・ 平成15年（2003年）10月 ： 独立行政法人国民生活センターへ組織変更

(3)所在地
・ 相模原事務所 ： 神奈川県相模原市中央区弥栄3-1-1

・ 東京事務所 ： 東京都港区高輪3-13-22

(4)役職員
・ 役員 ： 6名（理事長 松本恒雄、理事3名、監事（非常勤）2名／うち女性3名）

・ 職員 ： 124名（平成28年4月1日現在）

(5)予算
（運営費交付金）

・ 平成27年度当初予算： 2,851百万円

・ 平成28年度当初予算： 2,859百万円

１．国民生活センターの組織概要
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● 消費者基本法 （昭和四十三年法律第七十八号、最終改正：平成二四年法律第六〇号）

（国民生活センターの役割）

第二十五条 独立行政法人国民生活センターは、国及び地方公共団体の関係機関、消費者団体等と連携し、国民の消費

生活に関する情報の収集及び提供、事業者と消費者との間に生じた苦情の処理のあっせん及び当該苦情に係る相談、

事業者と消費者との間に生じた紛争の合意による解決、消費者からの苦情等に関する商品についての試験、検査等及び

役務についての調査研究等、消費者に対する啓発及び教育等における中核的な機関として積極的な役割を果たすもの

とする。

● 独立行政法人国民生活センター法 （平成十四年法律第百二十三号、最終改正：平成二六年法律第七一号）

（センターの目的）

第三条 独立行政法人国民生活センター（以下「センター」という。）は、国民生活の安定及び向上に寄与するため、総合的

見地から国民生活に関する情報の提供及び調査研究を行うとともに、重要消費者紛争について法による解決のための

手続を実施することを目的とする。

第十条 センターは、第三条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。

一 国民に対して国民生活の改善に関する情報を提供すること。

二 国民生活に関する国民からの苦情、問合せ等に対して必要な情報を提供すること。

三 前二号に掲げる業務に類する業務を行う行政庁、団体等の依頼に応じて国民生活に関する情報を提供すること。

四 国民生活の実情及び動向に関する総合的な調査研究を行うこと。

五 国民生活に関する情報を収集すること。

六 重要消費者紛争の解決を図ること。

七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

（参考） 国民生活センターの位置づけ
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２．消費者行政の仕組みと国民生活センターの役割
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② 相談情報の収集・分析・提供
・ PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）を通じた相談情報の収集・分析

・ 相談情報に基づく情報提供（報道機関からの取材、国会・中央省庁、警察、裁判所、弁護士会、適格消費者団体からの照会等）

① 相談
・ 消費生活センター等では解決困難な相談の処理方法等をアドバイス 〔経由相談〕

・ 「消費者ホットライン」で最寄りの消費生活センター等に繋がらなかった相談の受付 〔平日バックアップ相談等〕

・ 相談に基づく注意喚起、制度等に関する改善要望

③ 商品テスト
・ 消費生活センター等における苦情相談解決のためのテスト

・ 被害の未然防止・拡大防止の注意喚起のためのテスト

・ 注意喚起のためのテストに基づく商品改善、規格・基準等に関する改正要望

④ 広報・普及啓発
・ 消費者に注意喚起情報を提供するための記者説明会、出版物、リーフレット、ホームページ等を通じて、

広報・普及啓発及び巡回訪問事業を通じた支援

⑤ 教育研修・資格制度
・ 消費生活センター等の消費生活相談員や行政職員等の能力向上のための研修

・ 資格認定試験を全国各地で実施し、「消費生活専門相談員」資格を認定

⑥ 裁判外紛争解決手続(ＡＤＲ)
・ 「重要消費者紛争」の適切・迅速な解決に向けた裁判外手続を実施

・ 手続の結果概要を公表

３．国民生活センターの業務
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海外の消費者相談機関

海外の事業者

日本の事業者

トラブルトラブルトラブルトラブル

① 相談③ 相談内容の伝達、解決策の提示
⑤ 回答内容の伝達、

アドバイス

② 相談内容の翻訳・伝達、
解決策の提示

④ 回答内容の翻訳・伝達

国民生活センター越境消費者センター
（ＣＣＪ ： Cross-border Consumer center Japan)

① 相談

③ 相談内容の伝達、
解決策の提示

⑤ 回答内容
の伝達、

アドバイス

海外の消費者

全
国
の
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
等

日本の消費者
①’相談

サポート

⑤’アドバイス

• 「国民生活センター越境消費者センター（ＣＣＪ）」は、海外ネットショッピングなど、海外の事業者との取引でトラブル
にあった消費者のための相談窓口。

• ＣＣＪでは、海外の消費者相談機関と連携し、海外に所在する相手方事業者に相談内容を伝達するなどして事業
者の対応を促し、日本の消費者と海外の事業者のトラブル解決を支援。

国・地域国・地域国・地域国・地域 機関名機関名機関名機関名

アメリカアメリカアメリカアメリカ
カナダカナダカナダカナダ

ＣＢＢＢＣＢＢＢＣＢＢＢＣＢＢＢ
（The Council of Better Business 
Bureaus）

台湾台湾台湾台湾
ＳＯＳＡＳＯＳＡＳＯＳＡＳＯＳＡ
（Secure Online Shopping 
Association）

シンガシンガシンガシンガ
ポールポールポールポール

ＣＡＳＥＣＡＳＥＣＡＳＥＣＡＳＥ
（Consumer Association of 
Singapore）

ベトナムベトナムベトナムベトナム
EcomVietEcomVietEcomVietEcomViet
（Vietnam E-commerce Development 
Center）

スペインスペインスペインスペイン
IusMediareIusMediareIusMediareIusMediare
（Instituto Internacional de Derecho y 
Mediacion, SL）

中南米中南米中南米中南米
諸国諸国諸国諸国（（（（注注注注））））

eInstitutoeInstitutoeInstitutoeInstituto
（Instituto Latinoamericano de 
Comercio Electronico）

ロシアロシアロシアロシア
CenterCenterCenterCenter forforforfor MediationMediationMediationMediation andandandand LawLawLawLaw
（Scientific and Methodological
Center for Mediation and Law）

韓国韓国韓国韓国
KCAKCAKCAKCA
（Korea Consumer Agency）

タイタイタイタイ
OCPBOCPBOCPBOCPB
（Office of The Consumer Protection 
Board）

フィリピンフィリピンフィリピンフィリピン
DTIDTIDTIDTI----CPGCPGCPGCPG
（Department of Trade and Industry-
Consumer Protection Group）

トラブルトラブルトラブルトラブル

【提携先消費者相談機関】

【概略図】

（注） アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、ベネズエラ、エクアドル、ペルー、パラグアイ、メキシコ、チリ、ドミニカ
7

（参考）国民生活センター越境消費者センター（CCJ）の概要（参考）国民生活センター越境消費者センター（CCJ）の概要
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○ 国民生活センターでは、1984年からPIOPIOPIOPIO----NETNETNETNET（全国消費生活情報（全国消費生活情報（全国消費生活情報（全国消費生活情報ネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステム））））を通じて、

全国の消費生活センター等に寄せられた消費生活相談情報を収集し、その内容を分析したうえで

国民・消費者への注意喚起などに活用している

○ また、相談情報の収集にあたっては、全国共通の入力ルールの制定・改定や登録された情報の

確認・修正などのデータ管理と、システムの運用・保守を担当。情報の精度やシステムの使い勝手

の向上を図り、全国の消費生活センターの相談業務を支援している

（注）PIO-NET接続先（2016年4月現在） ： 消費生活センター消費生活センター消費生活センター消費生活センター 約約約約1,1001,1001,1001,100ヵ所（専用端末約ヵ所（専用端末約ヵ所（専用端末約ヵ所（専用端末約3,3003,3003,3003,300台）台）台）台）

中央省庁等中央省庁等中央省庁等中央省庁等 15151515ヵ所ヵ所ヵ所ヵ所

○ PIO-NETで収集した相談情報の具体的な活用目的は以下のとおり

①①①① 全国の消費生活センター等の相談業務に対する支援全国の消費生活センター等の相談業務に対する支援全国の消費生活センター等の相談業務に対する支援全国の消費生活センター等の相談業務に対する支援

②②②② 消費者に対する注意喚起消費者に対する注意喚起消費者に対する注意喚起消費者に対する注意喚起

③③③③ 行政機関における消費者政策の企画・立案、法執行行政機関における消費者政策の企画・立案、法執行行政機関における消費者政策の企画・立案、法執行行政機関における消費者政策の企画・立案、法執行 等

○ PIO-NETで収集した相談情報は、最近の数年間は平均で約平均で約平均で約平均で約９０万件９０万件９０万件９０万件

○ PIO-NETの特長

・ 国際的に高く評価されているシステム（信頼性の高い相談情報データベース）

・ わが国の消費者行政の基礎情報

４．PIO-NET情報の収集と活用（１）
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４．PIO-NET情報の収集と活用（２）



１．消費生活相談(全体)の概要
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◆2016ফ８月1８日 ஆয়ষ৆১人国ড়生活センター 報道発表ৱ厄
「2015ফ২のPIO-NETにみる消費生活相談の概要」より抜粋



５．2015年度 PIO-NETにみる消費生活相談の概要（１）

◆଎ાেણ相談भফ২別੕件数भ௓୎
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・相談件数は約92.6万件。匏৷しञಁइのないサイト匏৷厄の請求等「架空
請求」の相談が2014ফ২に比स1.2倍に増加
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＊PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、国ড়生活センターと全国の消費生活
センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積しているデータベースのこと。
2015ফ২以ఋは、消費生活センター等ऊैの৽厩相談は含まれていない。

＊ データは2016ফ5月末日までの登録分、 スライॻ１ڳ以ఋは厌ৎ勡のデータをൕൗしているञी、スライॻ１ڱまでの件数等は2016ফ８月18日
報道発表ৱ厄より匂৷



５．2015年度 PIO-NETにみる消費生活相談の概要（２）

◆契約当事者ফ৻別સ়
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・60歳以上の割合が依然として高く、2006ফ২（約23%)と比較すると約1.5倍
（約34%)に増加
・高齢化の進展もあり、70歳以上のಚीる割合が他のফ৻に比सて依然として
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５．2015年度 PIO-NETにみる消費生活相談の概要（３）

◆2015ফ২にੜਸ件数ऋ੗ऊढञ商品・役務等

13

・インターネット接続回線、移動通信サービス（携帯電話サービスやモバイル
データ通信を含む）、携帯電話（スマートフォンを含む）、直収型固定電話等
の電気通信サービス関係の商品・役務が増加

順位順位順位順位 商品・役務等商品・役務等商品・役務等商品・役務等 2015年度2015年度2015年度2015年度 2014年度2014年度2014年度2014年度 差差差差 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比

1 インターネット接続回線 43,797 34,534 9,263 1.27

2 移動通信サービス 25,492 21,285 4,207 1.20

3 健康食品 21,878 18,122 3,756 1.21

4 他の行政サービス 6,827 5,053 1,774 1.35

5 社会保険 4,725 3,578 1,147 1.32

6 興信所 4,290 3,199 1,091 1.34

7 携帯電話 8,522 7,442 1,080 1.15

8 電気 2,845 2,025 820 1.40

9 石油ストーブ 798 169 629 4.72

10 洋服一般 924 437 487 2.11

11 司法書士 1,317 840 477 1.57

12 インターネット通信関連サービス 4,650 4,193 457 1.11

13 化粧品 9,380 8,938 442 1.05

14 手配旅行 1,526 1,095 431 1.39

15 直収型固定電話 683 307 376 2.22

16 保証サービス 908 558 350 1.63

17 炊飯器 763 420 343 1.82

18 解約代行サービス 1,169 830 339 1.41

19 油脂 509 194 315 2.62

20 自転車 1,723 1,413 310 1.22

増加件数の多い商品・役務等増加件数の多い商品・役務等増加件数の多い商品・役務等増加件数の多い商品・役務等



５．2015年度 PIO-NETにみる消費生活相談の概要（４）

◆上位商品・役務等別相談件数

件数件数件数件数 割合（％）割合（％）割合（％）割合（％） 件数件数件数件数 割合（％）割合（％）割合（％）割合（％）

925 ,6 81925 ,6 81925 ,6 81925 ,6 81 100 .0100 .0100 .0100 .0 960 ,242960 ,242960 ,242960 ,242 100 .0100 .0100 .0100 .0

順順順順
位位位位

商品・役務等商品・役務等商品・役務等商品・役務等
順順順順
位位位位

商品・役務等商品・役務等商品・役務等商品・役務等

1 アダルト情報サイト 95,364 10.3 1 アダルト情報サイト 111,919 11.7

2 デジタルコンテンツその他 78,035 8.4 2 デジタルコンテンツその他 58,186 6.1

3 インターネット接続回線 43,797 4.7 3 商品一般 50,182 5.2

4 商品一般 42,810 4.6 4 フリーローン・サラ金 36,218 3.8

5 賃貸アパート・マンション 33,625 3.6 5 インターネット接続回線 34,534 3.6

6 フリーローン・サラ金 32,046 3.5 6 賃貸アパート・マンション 33,371 3.5

7 移動通信サービス 25,492 2.8 7 移動通信サービス 21,285 2.2

8 健康食品 21,878 2.4 8 相談その他 18,185 1.9

9 相談その他 17,529 1.9 9 健康食品 18,122 1.9

10 四輪自動車 13,477 1.5 10 他の役務サービス 13,700 1.4

11 他の役務サービス 13,366 1.4 11 四輪自動車 13,658 1.4

12 放送サービス 12,930 1.4 12 放送サービス 13,578 1.4

13 修理サービス 11,544 1.2 13 ファンド型投資商品 13,517 1.4

14 出会い系サイト 11,098 1.2 14 出会い系サイト 13,228 1.4

15 新聞 10,907 1.2 15 新聞 11,992 1.2

2014年度2014年度2014年度2014年度2015年度2015年度2015年度2015年度

全体全体全体全体全体全体全体全体

・アダルト情報サイトは2011ফ২以ఋ5ফ৴続1位
・インターネット接続回線、移動通信サービス等の電気通信サービス関係や、

放送サービスの商品・役務が2014ফ২に匂き続き上位に

＊ 2015ফ২ऊै商品・役務分థを厭ಌしञことなनにより、「デジタルコンテンツजの他」「商品一般」「他の役務サービス」「ఊ৶サービス」に
ついては2014ফ২以৐と2015ফ২でのৎ௺ഔの比較はできない（「商品・役務等」の匷ูが৊गでも定義の厭ಌによりৎ௺ഔでの比較ができない）。

14



２．若者における

消費生活相談の概要

15

匊成２８ফ１ڬ月２ڳ日 ஆয়ষ৆১人国ড়生活センター 報道発表ৱ厄
「成人になると巻き込まれやすくなる消費者トラブル」より抜粋
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６．若者における消費生活相談の概要（１）

（備考）PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）（国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンライン

ネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積しているデータベース）による（2016 年9 月30 日までのPIO-NET登録分、

2015 年度以降は消費生活センター等からの経由相談を含んでいない。）

■契約当事者ୃڮڮعୃڴڭभফ২別相談件数（਴಑க）
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６．若者における消費生活相談の概要（２）

■契約当事者について

【契約当事者性別（18歳～19歳）】 【契約当事者性別（20歳～22歳）】
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６．若者における消費生活相談の概要（３）

18

■契約当事者૙঵（੬੓別）

【契約当事者性別（18歳～19歳）】

（男性） （女性）
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６．若者における消費生活相談の概要（４）

19

■契約当事者૙঵（੬੓別）

【契約当事者性別（20歳～22歳）】

（男性） （女性）



20
６．若者における消費生活相談の概要（５）

20

■契約内容について（商品・役務 上位15位）

【契約当事者性別（18歳～19歳）】

注）「商品一般」「携帯電話サービス」「他のデジタルコンテンツ」等の商品・役務については、2015ফ২に
厭ಌをষっている。
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６．若者における消費生活相談の概要（６）

21

■契約内容について（商品・役務 上位15位）

【契約当事者性別（20歳～22歳）】

注）「商品一般」「携帯電話サービス」「他のデジタルコンテンツ」等の商品・役務については、2015ফ২に
厭ಌをষっている。
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６．若者における消費生活相談の概要（７）

22

■販売購入形態

【販売購入形態別の相談件数と割合】

■ใ੍௸সપ
19歳では男性が約15万円、匩性が約12万円ع18・
22歳では男性が約29万円、匩性が約17万円ع20・

→ 18～19歳に比べて20～22歳は高額になっている
特に男性は女性の約1.7倍
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３．相談事例
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【【【【事例事例事例事例１１１１】】】】

ＳＮＳで知った女性に連れて行かれた事務所で自己啓発セミナーの受講契約を勧められ、
入会金90万円を支払うよう言われた。「学生でお金がない」というと、借金で会費を払うよう
言われた。 （20歳、男性、学生）

インターネットで見つけた美容クリニックで顔の脂肪溶解注射の初回お試し注射を受けた
際、「 １度の注射では効果がない。５回受けてすごい効果が出た人がいる」などと言われ、
約20万円の契約を勧めてきた。「お金がない」と伝えたが、「月1万円でできる」と言われ、高
額なコースをローンで申し込んでしまった。解約したい。 （20歳、女性、学生）

【【【【事例事例事例事例２２２２】】】】

【【【【事例事例事例事例３３３３】】】】
未成年の時、大学のサークルの先輩から、成人したらお金を増やすいい話を説明してあ

げると言われていた。20歳になった後先輩から電話があり、「勝つ方が多い」と言われ、投

資学習用教材を紹介され、先輩もやっているのなら大丈夫だろうと思い契約した。消費者
金融から借り入れをして支払ったが、親と話し解約することにした。クーリング・オフの書面
を送付したが、その後連絡がない。早く返金してほしい。 （20歳、女性、学生）

【【【【事例事例事例事例４４４４】】】】
友人と大通りを歩いていたとき、「今モバイルルーターをプレゼントしている」と声を掛けら

れ、そのままブースに連れて行かれ説明を聞いた。モバイルルーターの他、ゲーム機や
ウォーターサーバーを無料でつけると言われたため、申込書を記入していたが、毎回通信
料がかかることが分かったため申込みをやめたいと伝えたところ、「申込途中でキャンセル
はできない」と言われた。不要なので全てキャンセルしたい。 （20歳、女性、学生）



25

４．消費者への注意喚起
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■報道発表
୻：匊成28ফ10月27日 公表
「成人になると巻き込まれやすくなる消費者トラブル ーきっぱりと断ることも勇気！－」

■当センター ホームページ、メールマガジン等
（http://www.kokusen.go.jp/ncac_index.html）



ご清聴ありがとうございました


